インドネシア、NTT、クパンのGHG排出量削減のためのエネルギー構造変換政策の総合評価 : 拡大双対型産業連関表を用いた再生可能エネルギー技術の評価 by AMHEKA Adrianus
Comprehensive Evaluation of Energy Structure
Transformation Policies to Reduce GHG Emission
in Kupang, NTT, Indonesia: Assessment of













   氏名（本籍）        Adrianus AMHEKA   （ インドネシア ） 
 
   学位の種類          博 士（ 環境学 ） 
 
   学位記番号          博 甲 第 7166 号 
 
   学位授与年月日      平成２６年１１月３０日 
 
   学位授与の要件      学位規則第４条第１項該当 
 
   審査研究科      生命環境科学研究科 
 
学位論文題目   Comprehensive Evaluation of Energy Structure Transformation Policies to 
Reduce GHG Emission in Kupang, NTT, Indonesia: Assessment of Renewable Energy 




   主査             筑波大学教授   学術博士      氷鉋 揚四郎 
   副査       筑波大学教授   博士（農学）    張 振亜 
副査       筑波大学准教授  博士（工学）   ヤバール・ヘルムート 
   副査       筑波大学准教授  博士（学術）    水野谷 剛 
     
 
































第 6章は、シミュレーション結果の分析である。ケース 1と 2の比較によって、排出税導入効果が
分析され、排出税が無い場合には、GHG 削減率が 10%を過ぎるとクパン市地域総生産（GRP）は急
激に減少し、排出税の導入した場合、GHG削減率 12%まではGRPはほとんど現状に維持されること、





削減率が 14%以上になると、RET はすべて有効であること、RET のシェアーは、28%前後になるこ
と等を明らかにした。社会的便益費用比率の値は、バイオマス発電が最も高く、削減率が上昇すると
すべての RETについてその値は急激に上昇することからも RETの有効性が示された。第 7章は、本
論文のまとめと結論、今後の課題をまとめている。 
 
























              
 
